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道経連 経団連

平成２７年６月１９日（金）～
平成２７年７月２４日（金）～

会員企業　４５７社

平成２５年４月　９日（火）～
平成２５年５月１０日（金）～

会員企業　１,３０３社

調査の目的

調査日

実施対象

回答会社数等 １２９社（回答率：２８．２％） ３３９社（回答率：２６．０％）

　会員企業における女性の活躍状況や活躍支援・推進の取組、自主的な公表状
況等の把握

Ⅰ． 調査の概要
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企業業種別内訳
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従業員規模別内訳

道経連 経団連
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0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

女性管理職数又は比率

女性従業員数又は比率

女性従業員の新卒者数又は比率

新卒応募者女性割合（H27年4月採用）

コース別管理（女性総合職数又は比率）
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97.7 

53.5 

13.2 

99.1 
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99.1 

73.3 

46.3 

％

図１ 把握の状況

道経連 経団連

１．女性従業員等の把握状況

女性の管理職・従業員・新卒採用に関する数・比率については、道経連、経団連ともにほとん

どの企業で実態を把握している。

一方、新卒採用の応募者における女性の割合については、道経連５３．５％に対し経団連が

７３．３％、コース別管理がある場合の女性総合職数・比率については、道経連１３．２％に対し

経団連が４６．３％と差が出ている。（図１）

特に「コース別管理なし」と回答した企業の割合は道経連８６．８％と高い割合であったが、道

経連の回答企業が従業員３００人未満の企業割合が６９．８％と高いことが関連している可能

性がある。（図２）

Ⅱ． 調査の結果
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％
図２ コース別管理なし
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0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

取組んでいる

取組んでいない

無回答
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％

図３ 女性活躍支援や推進の取組状況

道経連 経団連
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優秀な人材の確保・定着

将来の労働人口減少も見越した労働力確保の対応

女性従業員の視点が経営上のメリットに繋がる

その他

87.5 

43.8 

32.8 

6.3 

93.8 

49.8 

57.3 

14.0 

％

図４ 女性活躍支援・推進に取り組む目的 【複数回答】

道経連 経団連

２．女性活躍支援や推進の取組状況

取り組んでいると回答した企業の割合は、道経連４９．６％であるのに対し経団連９０．６％と大きな

開きがある。（図３）

取り組んでいる目的を見ると、「優秀な人材の確保・定着のため」と回答した企業の割合が、道経連

８７．５％、経団連９３．８％でともに最も多い。（図４）

取り組んでいる内容については、道経連、経団連ともに育児・介護にかかわる制度（法定を上回る）

その他の回答

道経連：「職業生活と家庭生活の両立ができるような制度を導入している」、「ワークライフバランスの推進」、「当社の事業主

行動計画において、仕事と子育てを両立し得る職場環境をつくることを目標としている」等。

経団連：「ダイバーシティー（多様性）推進のため」、「社会的責任・要請への対応のため」等。
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0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

1.育児休業制度（法定上回る）

2.介護休業制度（法定上回る）

3.短時間勤務制度（法定上回る）

4.所定外労働の免除（法定上回る）

5.子の看護休暇制度（法定上回る）

6.介護休暇制度（法定上回る）

7.法定外時間労働の制限（法定上回る）

8.深夜業の免除

9.フレックスタイム制度

10.時差出勤制度

11.在宅勤務制度

12.転勤猶予措置

13.配偶者同行制度

14.勤務地限定制度

15.コース転換制度

16.退職者再雇用制度

17.代替要員体制

18.事業所内託児所の設置・運営

19.保育施設費用補助、ベビーシッター利用料補助制度

20.メンター制度

21.キャリア支援に関するセミナー、研修等

22.職場復帰支援窓口の設置・運用

23.休業中の社内イントラネット閲覧

24.育児休業復帰支援プログラム

25.産前産後休業・育児休業対象者の交流会

26.各種サポート制度の情報提供

27.制度利用者やロールモデルの紹介・座談会等

28.採用計画の策定、採用活動等

29.女性管理職数・比率を増やすための計画的な取組

30.行政のポータルサイト等への取組内容の掲載等

31.トップの継続的なメッセージの発信

32.管理職への啓発

33.女性社員への意識啓発

34.男性社員の意識向上

35.その他
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図５ 女性活躍支援・推進のために取り組んでいる内容 【複数回答】

道経連 経団連

＜注＞取組んでいる内容について

1～ 8：法定以上の措置

9～19：自主的な制度（環境整備）

20～27：自主的な制度（キャリア支援）

28～35：積極的な取組
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15.5%

79.8%

4.7%

図６-１ 社外への自主的な公表
（道経連）

自主的に公表している 自主的に公表していない

無回答

57.2%
42.8%

0.0%

図６-２ 社外への自主的な公表
（経団連）

自主的に公表している 自主的に公表していない

無回答
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情報開示すべき項目の一つとして位置づけ

優秀な人材の採用等、メリットが見込める

社会的要請

その他
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％

図７ 公表している目的 【複数回答】

道経連 経団連

３．自主的な公表状況

社外への自主的な公表状況は、道経連１５．５％、経団連５７．２％であり大きな開きがある。

（図６-１、図６-２）

公表の目的は、道経連が「情報開示すべき項目の一つとして位置づけ」のみ５割以上であった

のに対し、経団連は「その他以外全ての項目」について５割以上となっている。（図７）

公表しているツールは「ＣＳＲ報告書」「会社ホームページ」、項目は「女性従業員数又は比率」

「女性従業員の新卒採用数又は比率」「女性管理職数又は比率」が主なものとなっている。
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0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

ＣＳＲ報告書

アニュアル・レポート

会社ホーム・ページ

社外のホーム・ページ

その他
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％

図８ 公表しているツール 【複数回答】

道経連 経団連
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女性従業員数又は比率

コース別管理（女性総合職数又は比率）

女性管理職数又は比率

女性従業員の新卒採用数又は比率

女性活躍支援・推進の計画、数値目標等

その他
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図９ 公表している項目 【複数回答】

道経連 経団連

その他の回答

道経連：「アンケートや調査票等」、「採用時の求人票等」、「業界誌」等。

経団連：「採用パンフレット」、「会社案内」等。

その他の回答

道経連：「育児・介護休業制度があることを掲載」、「女性活躍に関する方針、支援策紹介、目指す姿」、「自主的な

制度」等。

経団連：「女性活躍を進めた理由等の企業の考え方」、「採用拡大・職域拡大等支援に資する取り組みの紹介」等。
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